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1．　 課 題 と研 究方法

　本稿で は ， 最近に お け る高等学校 （全 目制普通科 ）通学 区域 （以下で は 「学区」 と

呼ぶ ）再 編を め ぐる地 域住民の 教育要求に つ い て ， 調査資料に もとづ きなが ら検討を

行 う。 そ の さい の 私 たち の こ の 課 題へ の意識は ， ほ ぼ 次の よ うな もの で あ る 。

　高等学校の 性格規定は こ の 稿 の 主題で は ない が ， と りあえず ， 今 日 の 高等学校の 性

格に つ い て 述ぺ るな らば次の よ うに な ろ う。 高校教育がほ ぼ 「全て の 者の 教育」（Un ・

｛versal 　 Education）とな りつ つ あるに もか か わ らず， それ じた い 矛盾をは らむ後期中

等教育政策下に あ っ て ， 今なお 「国民に共通す る教養を身に つ け さ せ る完成教育機

関」とは な りえず ， 「高等教育へ 至 る中間教育機関な い し職業教育機関」 とい う二 つ の

種類の 高等学校に 分化 した 性格を とどめ て い る とい うこ とが で きる 。 すなわ ち ， 1955

年の 教育課程 改訂 （コ ー
ス 制）以降 ， なか で も71年の 中央 教育審議会答申以降 ， い わ

ゆ る 「学校間格差」を拡大 しなが ら， 高等学校制度に 内在的な矛盾を 深刻化 させ て い

る との 現状把握がな され るだろ う。

　こ んに ち ， 高等学校 の 研究に あた っ て い る教育社会学老 の 主要な 関心 の
一

つ は ， さ

まざまな階層に 属する 人び との い る現代社会に お い て ， 高等学校は そ の 教育 の 機会均

等を保障 して い るで あろ うか ， とい うと こ ろ に ある と思わ れ る
｛1）

。 その 方法 の 特徴

は ， 社会に お ける階層移動の 開放性 ， 閉鎖性の 高校へ の 就学に 対する規定水準 ， 学校

制度の 側か らの 社会移動の 可否に対す る規定水 準を高校へ の 就 学 に 至 る 「過程」 の

「結果」 に お い て 検討 した 点に 求め られ る 。 そ の よ うな研究 へ の 関心は
， 日本 の 高等

学校がお か れ て い る上記の 現状 と深 くか かわ っ て い る ， とい え よ う
（2）

。 さて ， こ の 稿

で は ， 地域 住民 の 高等学 校に 対 す る教育要求の 側 面を と りだ す こ とに よ っ て 分析す る

こ とに な る 。 すなわち ， 高等学校制度に 内在的な矛盾が対象地 域に どの よ うに あ らわ

れ て きて い る の か ，それ に 対 して 地域 住民 が い か な る対応 を示 して い る の か が研究 の
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主な課題 とな る 。 すなわ ち こ こ で は ， 進学 と学校制度の 定着に 至 る 「過程」 に お い て

高校を捉え ， 対象へ の 認識を主体的 ・動態的に 捉え るこ とを課題 として い る 。 こ こ で

私た ち が分析 し よ うとす る教育要求 とは ， 現代 日本の 資本制社会 と教育制度が教育に

もた らす矛 盾に 対 して父 母た る住民が意識的 ・主体的に 対処 し よ うとす る姿勢 ， とい

う意味で の それ で ある
（3）

。 現段階の 高校改革に お ける困難は ， 住民に 共通するは ずの

要求が実際に は相互 に 矛 盾す る も の とな っ て い る こ と に あ る と思 う。住民に 共通す

る 内容を もつ 要求が 「な ぜ具体的 な要求 として は 矛盾す る もの とな っ て い る の か 」に

つ い て 住民生活 の 根拠に ま で 立ち か え っ て 検討 され な くて は な らない で あろ う
C4）

。

　 学区制度を規定 した旧教育委員会法第五 十四 条 （1956年失効）は ， 高等学校の設置

され る位置 の 偏在を是正して ， 各 々 の 地域に 均分的に 相当数の 高等学校を配置す る こ

と ， 学校格差に もとつ く進学競争 の 激化や通学上 の 負担を軽減 し ， ひ と し く各 々 の 公

立高等学校 の 向上 を図 る こ とを理 念 と して い た とい われ る
（5）

。

　 そ の 理念は ， 戦後 ， 小学区制な い し中学区制 として実現 した が ， 政令改正 諮問委員

会 「教育制度改革に 関す る答申」 が学区制の 原則的廃止を打ちだ した時点に 前後する

50年代は じめ の 時点以降， 小 ・中学区制は 解体 し ， 広域学区が一般化す る こ とに な っ

た 。 小学区制は ， 住民の 間に定着す る い とま もな く， 崩壊 し ， 学区の 拡大は 学校間格

差を 容認す る こ とに な っ た 。 学区制度の 崩壊は
， 新欄高等学校 の 理念

一 「希望者は

誰で も入学で きる ， 男女共学の ， しか も幾つ か の 課 程を 包括 した上 級中等学校」
一

を 骨抜 きに す る新た な政策 の な か で すすめ られて い っ た の で あるが ， 住民の 内部に も

そ の よ うな政策を許容する姿勢の あ っ た こ とは 注 目されな くて は な らない
C6）

。

　 70年代以降 ， 再び各地で 学区の 縮小を こ こ ろみ る動 きが 目立 っ て きた 。 しか し， 従

来の 「広い 学区の なかに ， 大学合格率を指標 とす るい わゆる ラ ン ク の 高い 高校があ り

， そ の 大学受験教育が 少な か らぬ 住民に 支持」 さ れ る こ とに よ っ て 広域学区の存続が

正 当化 され て い る がゆ えに ， 学区の 縮小は 相当に 実現の 困難な課題 とされ て い る
C7｝

。

そ の こ とは ，同時に
， 社会移動 の 必要か らす る住 民に よる 「中間教育機関」 として の

高校へ の 期待が広域学区 の 存続を正 当化 し， 選抜 ・競争の 原理 を容認す る根拠に もな

っ て い る t とを意味す る
（B⊃

。 しか し， た とえ ， 住民に よ る広域 学区 存続の 正 当化が な

された と して も， その 教育要求 の 論理 は 政策の 論理 とは 異 な れ る 内実を もつ もの で

あ る 。 高等学校の 学区再 編は ， 住民 の 労働 ・生活状態を背後に もつ とこ ろ の 青年の 教

育を つ うじて の 移動 （二 世代間の 移動）に 対する要求を最も顕在化させ る 。 その 再編

過程は ， 基本的に は 権力 と住民 との 間 ， そ して 住民 相互 の 間 の さ まざまな対立 ， 葛藤

を通 じて 推移 し ， その 内実は
一面 的に ネ ガ テ ィ ヴない しポ ジテ ィ ヴな 性格を もつ もの

と して 規定す る こ とを許さない 複雑な過程 で ある とい え よ う。

　私た ちは ， 上 記の 視角に もとつ い て ， 以下に おい て ， 第一
に通学区 域再編をめ ぐる

県教委 ， 教職員組 合 ， 地 域の 「有力者層」 お よび地 教委の お の お の に み られ る論理 と

相互 浸透 ・対抗関係を分析する 。 第二 に ， 第一に お い て 位置づけ られた 「一般住民」
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の 教育要求に 内在する論理に つ い て
， 労働 ・生活状態との 関連に お い て 分析す る こ と

を め ぎす 。

2．　 学区 再編 の 論 理 と主体一 山形県 ・北村山地区 の 動 向一

　 山形県で は ， 1949年 ， 小学区 ・中学区併用を基本 とする学区制度が 実施 された 。
こ

の 学区制度は わずか 3 年で 廃止 され ，
52年に 全 日制普通科 3 学区 ， 職業科 ・定時制課

程 も全県 1学区へ と切 り替え られ る とこ ろ とな っ た
（9）

。
こ の 広域学区制度は ， その ま

ま今日まで 維持され て い る 。 小稿の対 象 と な る 北村山地区 3市 1町 （東根市 ， 村山

市 ， 尾花沢市 ， 大石 田町）が ふ くまれ る村山 ・最上学区は ， 県下最大の広域学区で あ

る 。 全県の 人口 に 占め るこ の 学区 の 比率lts2．　so／o ，山形市を ふ くむ 8 市11町 3 村で 構

成 され る こ の 学区で は ， 進学競争が激化 し ， 学区内の学校間格差が拡大 し ， 遠隔地 へ

の 通学が一
般化 して い る等 ， 広域学区の弊害が 集中 して い る と指摘 され て きた 。 山形

県教育委員会は
，
1980年 2 月21日， 現行の 村山 ・最上学区の 二 分割を 内容 とす る 「高

等学校の 通学区域に 関す る規則の 一部を改正 する規則」 を定め ， こ れに よ っ て 新学区

は 82年 4 月 よ り実施され る こ とに な っ た 。 とこ ろ カミ
， 北村山地 区 3 市 1 町の 教育委員

会お よ び 一部住民に よ る反対運動が こ の 地区の 多数の 住民に よ っ て 支持され ， 教委 ・

一
部住民が強硬に 再編反対を主張す るなか に あ っ て ，

80年 9 月22 日 ， 県教委は 村山 ・

最上学 区 の 二 分割の 実施を 延期 す る とい う方針に 転 じた 。

　 山形県教育委員会は ， 60年代以来 ， 3 次 に わ た る長期高校教育計画を策定 して い

る。 現 行の 計画は
， 次に 示 す三点 を課題 としてい る 。

　（1＞ 中学校卒業者数の 減少に 対応する 「入学定員の 削減」。

　  　全 日制 ・定時制 と も に 高校の 「適正 規模を 検討」 し ， 「高校統廃合等を 含め た

学校 配置 の 適正 化」 を 進め る こ と。 県立高校 （全 日制）56校中15校 ， 分校 3 校全 部が

統廃合の 検討対象 とされて い る 。

　（3） 普通科の 定員を 職業科 と の 定員比で 55％か ら60％に 高め る こ と。 希望者 の 減少

を根拠 と して ， 農業科 ・工 業科 の 一部 の 廃止 を つ う じて これ を実現す る こ と “°〉°

　こ こ に 示 され る よ うに ， 県教委の 計画は ， 高校の 学級削減 ・統廃合 を基 調 と す る

が ，
こ の よ うな統廃合 の 論理 が ， そ こ に 内在す る論理 の 帰結 と して

， 学区再 編 を導 び

くか どうかが問題 とな る。

　すで に 述べ た よ うに ， 各 々 の 地域 へ の 高校の 均分的な配 置， 教科 また は 学科の 内容

お よび 程度の 同質性 ， 学校間格差の 解消 と進学競争の緩和 ， すな わ ち 各 々 の 地域の 高

校の 向上 が 等 し く図 られ て い る こ とが学 区制度の 理念 の 基 礎 をな し て い た 。 高校教育

の 普及，他の 学区 と同様の 学 区 内の 高校配置 を前提 と す る学区制度と，（と りわ け過

疎地域 に お け る）学 級 減 ・統廃合，高校配置の 地域 的不均等化 とは ， それ らを両立 さ

せ る こ とが相当に 困難で ある 。

　学区再編 ＝ 分割 の 基盤 を知 るた め に 北 村山 地区 に お ける 高校進学 の 状況を検討 し よ
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う。
こ こ に は

， 第
一

に ， 高校の 収容力が不 足す る こ と， 第二 に ， 学校間格差が甚だ し

い こ とが示 され るで あろ う。1図 1は ，
77年に おける村山 ・最上学区の 「管内か らの 受験
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図 1　 受験者率 ・ 競争率 。 移動 （村山 ・最上学区）

者率」 （公立 高校を受験 した地区 内の 生徒が全て 地区内 の 公立 高校を受験 した と仮定

した 場合の 競争率）， 「実際の競争率」， 他地区 の 公 立高校 へ の 受験者数を示 す 。 北村

山地 区に つ い て 見 るな らば，高校 の 収容力が少ない た め 「管内か らの 受験者率」 が相

当高い 。 加 えて ，東南村山地区 （山形市を含む） の 「進学高校」 との 学校間格差に よ

っ て 東南村山地区へ の 受験者の 「移動」 が甚だ し く多 い こ とがわ か る 。 その 結果 ， 他

地区の 公立高校及び私立高校 （北村山地 区に 私立 高校はない）に 入学する者が 43．4％

を 占め ， 地 区 内に 配置 され て い る公立 高校に 入学 した 者は 56，6％に す ぎない 現状 で あ

る 。 高校配 置の 地域的不 均等性 ・ 収容力不足 ・学校間格差は ， 受験生 の 他 地 区 へ の

「移動」 を必然 の もの とし ， 広域学区存続の 条件 とな る 。 ま して や ， 北村山地 区内の

高校 の 学級 減
・
統廃合は

，
こ の 「移動」 と広域学区 の 存続を さ らに 促進せ ざる を えな

い とい うべ ぎで あろ う。
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　要すれ ぽ ， 「山形県立高等学校整備計画」 に 示 され る県教委 の 論理 は，む しろ学区

の 分割 と矛盾する性格を もつ とい うこ とがで きる 。

　学区の 分割を含む高校入学者選抜制度の 改善がな され る に あ た っ て は
， （県教委に

内在する論理 に よ っ て で は な く， 外部か ら， すなわ ち ， ）教師集団， と りわけ ， 山形

県教職員組合協議会 （山形県教職員組合 ・山形県高等学校教職員組合 ， 山形県特殊学

校教職員組合）を中心 とす る教育運動に あずか っ て 力があ っ た 。

　山形県教職員組合協議会（山教協）は ，73年 6月 ， 「山形 県教育制度検討委員会」を設

置 し ， 74年 9月 ， 同委員会に よ る第
一

次報告が な されて い た 。 こ の 報告は ， 「高校三

原則」 （小学区制 ， 男女共学制 ， 新た な総合制）に よ る 「地域総合高校」 の 実現をめ

ざしなが ら， 当面 の 改革を実現 しよ うとす る もの で あ っ て
， 同年 の 日教組教育制度検

討委員会報告 「日本の教育改革を求め て 」に 示 さ れ た 理念に 沿 う教育計 画案で あ っ

た 。 同報告は ， 以後の 入学者選抜 制度改善 ・学区再 編を要求す る運動 の い わば発条 の

役割を は た すこ とに な っ た 。 それは ， 「普通高校 ・職業高校 の 別 を廃 しすべ て 総合高校

と し， 新 しい 普通 教育を お こ な う学校 と す る」 と地域総合高校を規定 して い る （11）
。

総合高校へ の 中間段階 と して学区制の 改善試案が示 され ， 全 日制普通科 24学区 ， 職業

を主 とする学科全県一学区 とい う改善案が提示され た の で あ る。
しか し

， 報告で は

「各地 区に 普通高校を 増設する こ と」 が要求 され て い る が ， 小学区制 の 基盤 とな る

高校 の 配置 ・地域毎の 学科 の 設置 ・学級数に つ い て の 計画 の 内容は か な り瞹味で あ

る
（12）

。 複数学 科 の 併置を認め ない と す る新 しい 総合高校 の 理 念が現段 階 に お け る学

科設 置を は じめ とす る高校 設置に 関す る具体案 と結合 しに くい こ との結果で は ない か

と思わ れ る。

　山形県 教組 第55回定期大会 （78年）は ， 高校入試制度改善の 方針を決定 し ， 同年 7

月 の 県教委交 渉に お い て ， 「現行 の 三 学区制を細分化す る こ と ， と くに r村山 ・最上

学区』を最上 ・北村山 ・西 村山 ・東南村山 の 四区に分割す るこ と」， 「入 試制度 の 改善

を含め
， 県民的 な協議会を設置 し ， 具体案 の 検討を 行 う こ と」，

こ の 協議会に 山形県

教職員組合協議会代表 ， PTA ， 地 教委， 校長会代表等を 加え る こ とを 要求 した
。 そ

の よ うな経過 の 上 に ， 同年 10月 ， 県教委 の 下に 県教組 ・高教組 の 代表を ふ くむ 「山形

県立高等学校入 学者選抜方法検討委員会」が設 置され たの で あ る。
こ の 時点に な る と

16市町村議会の 意見書 ， 県連合小学校長会 ， 県中学校長会の 要望書 ， 最北地区高等学

校 長会の 研究 ， 山 形市 PTA 連合会 ， 民主教育をすすめ る山形県民連合 ， 共産党県委

の 意見書が県教委に提出された 。 い ずれ も学区再編に よ る学校間格差是正， 受験競争

の 緩和 を求め る内容 で あ っ た 。 か くして ， 検討委員会は ， 79年 2 月13日， そ の 報告に

お い て学 力検査 科 目の 増加 （3 教科 か ら 5 教科 へ ）等 の 選抜 方法の 改善 と ともに ，

村山 ・最上 学 区を二 分割 す るこ とを勧告す る こ とに な っ た 。

　以上見 て きた よ うに ，県教委に よ る学 区再編の 意志は ， 山形県教職員組合協議会の

イ ニ シ ア テ ィ ヴに よ っ て 形成 される とこ ろ が大 きか っ た とい え よ う。 しか しなが ら，
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県教組支部 ・分会か らの 要求書を集中す る活動や 職場討論の 組織化に は 「バ ラ ッ キ 」

が あ り， 十分に その 力を発揮で きず ， 教職員内部の 「長い 間の 弊害 や 習慣 ・ 内部矛

盾」 を反映 して ， 討論は困難を きわめ た とい わ れ る
c13）

。
こ こ に は 高校 ・ 学科配置の

不 均等性 と学区分割 との 矛盾が表れ て い る とい え よ う。　　　　　　
tt

　 とこ ろが ， 北村山地区か らは ， 入学者選抜方法検討委員会に よ る報告後の 80年 3 月

以 降 ， 地区内 3市 1町の 市町長 ， 議長 ， 教育長 ， 連合 PTA 会長他 よ り学区制度の 現状

維 持を求め る 要望書が提出された 。 すで に 学区再編が県教委に よ っ て 議決 され た80年

3月19日， 3市 1町 の 教育 長は ， 県教育長 との 間に 「新学区制実施に 当た っ て は地理

的 ， 歴史的な経緯をふ まえ て慎重を期 し，三m
”一一町 の 教育委員会 との 了解 の もとに 誠

意を もっ て対処す る もの とする 。 」 との 覚書を と りか わ し て い る 。 こ の 覚書に 対応し

て 」3市 1町の 教育委員長 ， 教育長 ， 市町長 ， 議長 ， 地 区選出県議を構成員 として厂県

立 高校学区 制北村山対策協議会」が設置 （80年 3 月 28日）され ， 協議会は
， 市 町長 ，

議長， 地 区選 出県議の 「指導」・「助言」 を受け る もの とされた 。 以後 ， こ の協議会が

北村山 地区 PTA 連合会等
一

部団体代表 とと もに 地域住 民 の 合意形成 に 対 して り一 ダ

ー シ ッ プ を発揮す る こ とに な る 。

　対 策協議会が 学区再編に 反対する 根拠は ， 次の 資料に 示 され る 5 点に あ る 。

　 （1） 新学区の 場合 ， 入 学す る こ とが で きる人数が少 な くな ります 。 現在北村山地区

　　 （3市 1町）か ら山形 ， 天童 へ 620名 ， 寒河江 ， 谷地 へ 100名在学 して い ます が ，

　　 こ れ がい け な くな り受験競争がはげ しくな る と予想され ます 。 また北村山地区に

　　 は 私立 高校があ りませ ん
。

　〈2） 高校は 義務教育で は あ りませ ん 。 子 どもの 能 力に 応 じ， ある い は 将来の 進路に

　　 よ っ
て 選択の 自由が与え られ なければな りませ ん 。 新学区 は 選択 の 範囲を極 端に

　　 せ ま くします。

　  　通学上 の 問題が 多 くな ります。

　　　北村山地区の 経済圏は 村山 地方で あ り， 開発計画 も東南村山 ， 西 村山 ， 北村山

　　一円 と して の 考え方 で 進め られて い ます 。 また 距離的に み て も最上地区へ の 通学

　　 は 多 くの 場合不 便で あ り， 経済的負担 も多 くな ります 。

　（4） 学校設立 の 経緯 ， 歴史的な推移 か ら 見て 北村山地 区に 男子型 の 普通 高校が な

　　 く， 直 ちに 新学区に なれば ， 混乱が予想され ます 。

　  　将来に お い て 特色 ある高等学校を育成す る こ とは 当然で あ りますが ， 北村山地

　　区内の 普通科高校 の 整備が先決で あ ります 。 今直ちに 学区 をかえ る こ とは時機尚

　　早 で あ ります 。 法律 （地 方教育行政 の 組織及び運営に 関す る法律）第50条か らみ

　　 て も従来の 学区は 適当で あ ります 。

　対策協議会に よ る学区現状維持の 根拠 に は か な り事実に 即 した 内容が含まれ て い

る 。 北村山 の事態に 即 した 根拠 で あるだ けに ， 同協議会の主 張は 住 民の 圧 倒的 な支持

を 受け る と こ ろ とな っ た 。 北村山 中学校長会 の 調査結果に よれば ， 保護者 の 90％以上
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高等学校通 学区域再編と住民 の 教育要求

表 1　 高等学校別受験者 ・入学者数 （北村由地区）

校名
山 山 山 上 上 天 山 寒 寒 谷 左

中 河

出身地
東 南 西 北 工 央 商 農 山 童 辺 江 工 地 沢

村　山 11239131217 冖 一 45 一 9 一 2 一

東　根 2124201514 一 261 ｝ 7713 一 9 一

尾花沢 38234 一 8 一 一 5 一 1 ｝ 『 一

大石 田 26221 一 2 一 一 13 一 一 一 「『 『

計 137i6133133131・143・｝
一 1401113 一 38 一

校名
朝 村 楯 大 東 尾 新 新 向 新 金 真 私

石 根 花 室 立

出身地
日 農 岡 田 工 沢 北 南 農 町 工 山 川 高

村　山
一 112781558341 一 一 1 一 一 128

東　根
一 4296398 一 5 一 一 一 一 一 ｝ 205

尾花 沢
一 554143201173322 『 一 6 一 … 56

大石 田
一 1014511667 一 一 一 1 ｝ 一 23

計 1一1・・91229 ・121・92112614gl231 一1一【・i一1一1・・21

（注）　山形県立 高等学校整 備対策室資料 （1977年） よ り作成 。

　　　私立高校に つ い て の み 入学者数を 示 し ， 公立 高校は 受験者数 を 示す 。

が現行学区の 存続を主張 して い る とい わ れ る。 表 1は ， 北村山地 区内外の 高校へ の 同

地区出身者 の 受験の 実態を示 す もの で ある 。 地 区内の 公 立高校の 収容力が不足 して い

る こ と ， 東南村山地区に 設 置 され て い る高校へ の 受験者数が 多い こ と， 最上地区に設

置され て い る公立 高校へ の 受験者数が それに 比 して か な り低い こ と， 私立 高校 へ の 入

学者数 も多い こ とが 明瞭に 示 され て い る 。 学区再編は ， 東 南村山地 区 の 公 立高校 へ の

受験者の 多い 北村山地区に とっ て の み 極端に 厳 しい 内容 を もつ もの で あ るこ とが知 ら

れ よ う。 対策協議会と ともに 学区再 編反対運動を担 っ て きた 東根市連合 PTA の 一役

員は ， 「学区再編 の 影響は
，

ト ッ プ ・ ク ラ ス の 子 どもだ けで な く， 村山市に 近い 谷地

高校 ， 東根市に 近い 天 童高校に 就学 し て き た 層の 就学を否 定す る こ とに な る 。 しか

も， 従来地 域の 高校に 入 っ て い たは ずの 層は ， 真室川 （豪雪地帯）あ た りに い か な く

て は な らない
。 それ な らぽ む しろ 私立 高校に 入 る と い う子 どもが増える だ ろ う。」 と

い うが ， そ の 発言 は
一

定の 妥当 性を も っ て い る 。

　同時に ， 対策 協議会の 論理 に は 次の よ うな内容 も含まれ て い る 。 第
一

セこ ， 戦前 よ り

形 成 され て きた 「進学校」 を頂点 とす る学校間格差 ， 「能力主 義」 の 原理 ， 産業 ・文

化等の 都市へ の 集積 ・集中の容認 に つ らぬ か れて い る 。 高校進学率の 上 昇 の 下 で こ の

学 校へ の 入学者選抜を不 可欠 とす る 根拠が崩壊 しつ つ あ るな か で ， 「学 歴 社会」 下 の
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大 学進学 の ため の 一 部の 者 の 学校 として 高校を位置づけ る意識を持ち 続けて い る こ と

で ある 。 第二 に ， 対策協議会の 成 員は ， 広域学区制度の 下で ， 地 区内の 高校を 山形市

内の
一

部 の 高校 に 比 して水 準 の 劣 る高校 と考え ， 「山形県 立高等学校 ・整 備計画」 に

示 された 学級減や 統廃合に 対 して は 無批判的で あ り， む しろ大石 田高校
・
尾花沢高校

の 統廃合 （82年度予定）の 推進者で あ っ た こ とで ある （14）
。

　以上 の よ うに ， 対策協議会の 論理 は
， 積極的に 広域学区を存続させ よ うとする

一
部

住 民に 支え られ て 基本的に は県教委の 論理に 親和性を もちなが ら， 北村山地区へ の 高

校 お よび学科設 置 ・配置 とい う点 で の 教育条件 の 不 備に よ っ て生ずる新学区の 当初 よ

りの脆弱性を根拠に 地 域住民の 利害を も代弁す る こ とを許容され た性 格の それ で あ っ

た と い え よ う。

3． 学区再 編 をめ ぐる住 民 の教育要求の 構造
一

東根市の 事例一

　意識調査に もとつ い て ， 学区の 再編を め ぐる地 域住民の要求を検討 して み る と， 7

割 以上 が二 分割案に 反対 してい る こ とがわ か る
（15）

。 職業 ， 階層 ， 進学要求を とわず，

多 くの 層か ら反対の 意志が表 明されて い る が ， 反 対者の 多 くは
， 県 教 育委員会 の と っ

て きた こ れ まで の 北村山地 区の 高校教育整備の あ り方に不 満を もっ て お り， 「受験競

表 2　学区分割案に 対する態度 （％）

学 区分 割 案に 対 する態度 反　 　対
一

長
一

短
あ　　 り

賛　　成 DK ・NA 計

（ ）実　数 （250） （43） （12） （51）
100．0
（356）

賛　　　　 　成 50．8 48．8 58．4 39．2
492
（175）教

員
組
合
運
動
の

方
針

な じめ ない が

賛　 　　　　成
19．6 18．6 25』 15，7

19．1
（68）

反 　　　　　対 18．0 16．3 8．3 15．7 17，1
（61）

　そ の 他
DK ・NA

11．6 16．3 8，3 29．4
14．6
（52）

　 　一一r曜一一　 　｝．一

満　　　　　足 30．0 4L9 25．0 35．3 32，0
（114）

北
村
山
の
山
咼

校
整
備

不 　　　　 　満 27．6 9．3　　　 41．7 11，8
23．6
（84）

わ か らな い

　 NA
42．4 48．8 33．3 52．9

44．4
（158）
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争を な くし
一

人
一

人の 個性をの ぼす教育改革」 を提起 して い る 「山教協」 の 運動方針

を ， 約 7 割が支持 して い る こ とが特徴 として あげ ら れ る （表 2 ）。 二 分割反対の 理 由

は
，

「対策協」の 提示 した諸項 目に そ っ て み るな ら大別 して 3つ に 区分し うる （表 3 ）。

表 3　 学区分割反対 の 理 由 （複数回 答）

「対策黜 ・ よ る嗣 理 由　　　　 1議 結果（％）

北村山 で の 受験競争が激 化す る

北村山に は
：

普通 高校 が 少ない
24．4

父母 の 負担 が大 に な る

運賃が 山形の 方が安い
8，4

選択 ・ 舳 ・・な くな る 　　　　　　　　 1 ・・．3

す ぐ学区を変更す る と混乱す る

北村山 の 普通科整備が先
53．8

今 まで通学 して い た 東南村山 ・西村山 に行けな くな る

最上は不 便

開発計画 も東南村山 ， 西村山 ， 北 村山
一

円で 進め られ て い る

18．7

北榊 曙 黴 は ・ べ ・ が 低 い 　　　　　　 】 ・6・・

地元 校に 入 りづ らくな る

広 い ほ ど能力に 応 じて 受 験で きる
12．0

大学区・ ほ う縞 騨 校全 体の 勃 水韆 高め ・ ・ と・・で き ・ 1　 ・

　 第
一

は ， 北村山地区の 高校教育整備が 不十分 で あるこ とか ら して
， 現状の ま まで 区

切 られ る こ とに 反対す る とい う意見で あ り，反対 者の 半数近 くを 占め る 。 すな わ ち ，

学区を分け られ る とい うこ とは ， 入 学で きる公立高校が減 る とい うこ とで あ っ て ， 山

形市を 中心 とす る東南村山地区の 住民に と っ て は 都合 が よい と して も ， 北 村山地 区で

は 受験競争 の 緩和に は な らな い とい うこ とで ある 。 通学の 便利 な隣接の 天童 市や河 北

町 の 高校に は 入 れ ない か わ りに ， 山形市 よ りも遠 い 最上地 区 の 公立 高校に 通学する者

が増え ， 負担は よ り増加す る 。 不 便な最上地区を拒否す る とすれば， 結局生徒の 多 く

は 山形市内の 私立高校に 入 らざる をえ ない こ とに 対す る不 満で ある “6）
。 すなわ ち ， 学

区を 問題に す る 前に 「地域 の 高校整備が 先」 で ある と い う意識で あ り， 現状の 不 備を

批 判す る正 当な教育 要求を含む もの で あ る 。 しか し
， 受験競争緩和 とい うこ とか らす

れぽ ， 「高校は 義務教育で は ない の だ か ら， 教育の 自由か らい っ て も区分す る の は お

か しい 」 とい う意識 もそ の 中te存在 して お り， 「選択権 は 広い ほ うが よ い 」 と い う認

識 が っ くりだ され て い る 事実 （「高校整備が先」 とい う人 の 約 4 割）は 重要 で あ る 。
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　 第ご に は
， 地域構造の 変化の なか で

， 生活圏 ・経済圏が結び つ い て い る山 形市 や天

童市 と分離 され る こ とに は 納得で ぎない とい う反対理 由で あ る 。 昭和 40年か ら10年間

に
， 東根市か ら天童 ・山形市 へ の 通 勤通学者は ， 2332人 か ら3875人へ と増加 し ， 他地

域通勤 ・通学者の 68．・5 ％を しめ て い る 。 （これ らの 地域か ら東根市に 入 っ て くる の は

1043人）それ に対 して ， 最上 地区 の 新庄市へ は 117人で あ り， 東南村山地区 との 結び

つ きの ほ うが断然強い
（17）

。
こ の こ と は ， 空港建設等を通 じて ， 東根市が農業地域か

ら山形市 の ベ
ッ ドタ ウ ン へ と変貌 して きた過程 を示 すもの で ある が ， 職 域 の 広 が りが

住 民の地域 認識 の変化 と同時に ， 地元高校の イ メ ージを も変化させ て きて い るこ とを

示 す も の で あ る 。 東根 ， 村山 ， 天童 ， 河北 とい う周辺 3市 1町 の 高校を 「地元」 と

い う意識が 最 も多 く （30．9％）， 山形市 内の 高校 まで 含め る もの が 13．7 ％に 対 し ， 最

上 を含め る も の はわ ずか 1．3 ％ で ある 。 高校普通科を もた な い 東根市の 高校生 の 多 く

が ， 他地域に 通学 しよ うとする な らぽ ， どこ に 行 くか は 地域開発の 動向や就業構造の

変化の 動向と密接に つ なが らざ るを えない 。 大森工業団地造成や 臨空工 業団地造成 を

基 本 とす る 東根市の 開発政策に は 8 割近 くが 賛成 して お り， 地 域振興の 柱は 農業や 地

場 産業の 育成 よ りも， 企 業の 誘致や 他地域か らの 転入者に 対す る期待 ， 山形市 との 結

び つ きを強め るこ とを支持する もの が多い こ とか ら して も， 学区に よ る分断は 否定さ

れ る傾向が強い
（18）

。

　第三 は ， 学校間格差 とい う事実を認 め た うえで ， 大学進学率の 高い 山形市 内の 高校

に 入れ な くな る こ と， あるい は ， 従来認識 して い た 「ラ ン ク」 の 高校 よ りも低い 「ラ

ン ク」の 高校に 入 らなけれ ばな らない こ とに対す る反対意見で ある 。 長 い 広域学区制

度の 期間 を通 じて
， 学校間格差が醸成 され ， 格差意識が住民の 意識 の なか に も定着 し

表 4　 進学高校 の志望 （％）

進 学 高 校 の 志 望 藺緤 陣元に 隊 な い 1わ か 撫 1 計

o 実 数 ｝（・85） ！（・36）1 （・9） 1 （・6） 1・… （356）

大　学 　ま　 で …　 睡 ・ 1 …　 131・31 … （・75）

高　校　ま　 で …　 「・画 …　 巨 ・ ・ i2・・ （76）

 
進

学

要

求

進学 よ り技術 を …　 1… i ・ ・ i …　 1… （89）

考　え　な　い ・ ・ 「 ・ 1 ・ ・ 1 ・ i1・・ （・）

わ か ら な い … 匝 ・ i ・ ・ 1 …　 1・ 1 （・1）

レ ベ ル 低い と思 う …　 1… 31 …　 1 …　 1… （・35）
  地

　 元
の 普
レ 通
べ 高
ル 校

低 い とは 思わ ない …　 陣 ・ i ・・引 …　 1・・ 1（16・）

わ か らない 　 NA ・ ・ 1・副 …　 1 …　 1… （57）
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て い る とい え よ う。 また，大学進学率の 上 昇傾 向 の な か で ， 地 元高校が 「劣 っ た 高

校」 で ある とい う意識 も根強 く存在 して お りae ）
， 「で ぎれば 山形市 内の 進学高校 に 入

れ た い 」 とす る 意識は 多 くみ られ る （表 4 ）。 実際は ，選抜 ・競争原理 か らい っ て も，

山形市内の 「進学高校」 に 入学 で きる生徒は 限 られ て い るが ， それ らの 生徒が地 元校

に 入 学す る よ うに な る と， は み 出す生 徒が で るこ とは 必 至 で ある 。 「進学校」＝ 「有名

校」 に 行け ない とい う状況は ， 格差の平均化に よ っ て 地 元 の 高校が充実する とい うよ

りも， 「地元 の 高校に も入れ な く な る」 とい う意識を つ くりだ して い る と もい え る 。

なお ，「山形市内 の 高校 よ りも 地元の 高校に 入 れた い 」 とする親 の 多 くは
， 子供 の 教

育を 「高校まで で 充分」 と考 え て お り， 地 元高校 の 「レ ベ ル 」 も 「低い とは 思わ な

い 」 と回 答し ， 「山形市内の 高校に 入れ たい 」 とす る親 と対を な して い る。

　 以上 の 点を 考 慮に 入れて ， 学区問題を通 して あ らわれ る教育要求 の 主体的構造 を把

握 しよ うとすれば ， 次の よ うに な ると思わ れる 。 高等学校をめ ぐる教育要求は
， それ

が 進学率90％以上 とい う準義務化 した 状況 で あ る こ とと， 現行の 通学区域か らい っ て

住民 の 日常生活圏を よ りも広域 （ある意味で は 自治体を も越え る地域 概念）を包含す

る とい う二 側面か ら問題に され て きた 。 そ こ に は
， 地 域 の 高校整備要求 と ， 地域の な

か で ， 同時に 国民 と して の 共 通教養 の獲得を め ざす教育内容の 実現 とい う二 つ の 課題

があると指摘 され て い る 。 とこ ろが ， 北村山地 区 で の 学区問題に あ らわ れ た親の 教育

要求は ， 地域の 高校整備の お くれ ， 中心部か らの 分断 ， 地 域に 「有名校」 がな い こ と

な どの 不 満が ， 圧倒的 多数 の住民に よ る学区二 分割反対 とい う点 で 統
一

された もの で

ある 。

　 そ の よ うな要求の 現実 の 根拠 として は ，第
一に

， 地 域開発や就業構造 の 変化に よ っ

て 主 と して ひ きお こ され た ， 地域問題 ＝ 矛盾に 対す る住民の 認識の 点があ る 。 昭和40

年に は 就 業人 口 の 50％を しめ て い た 農業従事者は
，

50年に は に 33％に 減少 し， 第二 種

兼業農家が増 大 して い る 。 農外兼業従事者の 多 くは ， 地 元企業 よ りも誘致された大企

業や市外 の 企 業 に 吸収 され ， 市 の 開発計画 も以上 の 方 向 を促進させ て い る 。 こ うした

状況が，多 くの 農業従事者や 自営業者 の
， 後継者や職業に 対する意識を変化 させ て い

る こ とが 指摘 され て い る （？o＞

。 地域の 変化に従属す るだ けの 対応は ， 必然的 に 子供に

対す る期 待の 変化 と して 現出せ ざ るを え ない 。 これ が第二 の 点 で ある 。 教育を通 じて

上 層化の 指向は 多分に み うけ られ る が ， 他方で は 進路選択は ，基本的 に は子供に まか

せ る とい う意識が 多い （裘 5 ）。 こ れ は ， 志望高校の 選 択 の 決定 に よ っ て ある程度ま

で 決 ま る性質を もっ て お り，親 自身の な か に 「で きの よ い 子」 は 「有名高校」（山形

市 内）へ とい う意 識 と，そ うで なけれぽ 可能な 限 り負担 を少な くす るた め に 地 元 へ と

い う意識が っ く られ て い る こ とに よ る とい え る 。 農業 の 後継や将来の 職業選 択 （居住

の 選択 を含め て）に お い て ， 「子供 の 意志」に ま か せ る と い う志向 の 内容 は ， 進学す

る高校 を め ぐる格差 に よ っ て 規定 され て い るとい え よ う。 北 村山 地区の 高校整備の 不

備は ， こ れ らの 意識形成に お い て 大 きな役割 をは た して い る こ とは 否め な い 。
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表 5　 階層と教育 × 将来決定 （％）

階 層 と 教 育 上 層一 蹴 で い い 重轟雛 えない わ ・・ らない 計

o 実釧 （… ）1 （・4） 1（168）1（57） 1（・7） ｛・・… （356）

親 ・ ・ 121・…　　 11州 1・ ・ 卩 ・（29）

子 … 1 …　 1… 171・gl …　 1… （26・）
将

来
　
決
　
定

教　　師 1・ ・ 121・41 … 巨・ ・ 1 …　 1… （49）

そ の 他 ・ ・ 巨 ・ 卩 ・ 四 ・ 1 …　 臣 ・（・3）

わ か らな い 刎 　 ・ 巨 ・ 1 ・ 1 ・ 巨 ・（ ・）

表 6　 高　　校　　像 （％）

高 校 像 i群 輔 鰈 鞴 瞬搬 1 他 iDK・ NA 「 計

O 実 数 1（57） i（84） 「（186） 1（11） （・8） i・… （356）

  進
　学

で ぎれ 黜 形 へ 1… i4・ ・ 1… 136・3 「・… 1… （185）

　高
志校
望の

地 元 へ i・3・9148 ・・ 1… i45・51 ・・ 43 ・ ・（・36）

わ か ら ・ い 1・・51 ・ ・ h ・ ｝1・ ・ 127・・ 1 ・ ・（35）

・ べ ・ 低い ・蜩 ・… 134・・ i41・・ 1… 1 … i37・・（・35）  地
　元
の 普
レ通
べ 高
ル 校

低… 腮 わ 飼 ・・ 11 … 1… 145・・ 1… 1… 1（・64）

わか ら… NAI … 1… 1… 1 ・ ・ 「44・4 「・6・・（57）

　 それで は ， こ の よ うな 教育要求 の なか か ら， 住民に と っ て ど の よ うな高校鱇が支持

され て い るか ， 最後に こ の 点に つ い て 若干述ぺ るこ とに す る 。 高校像に 関 しては ， 約

4割が 「中間教育機関」 な い し 「職業教育機関」意識を もっ て い る 。 「国民 と して の

共通教養をめ ざす」 とい う意識は 半数以上 に み られ るが ， これ らは 必 ず し も 「完全教

育機関」 として の イ メ ージ で は ない よ うに 思 え る 。 「共通教養」 と意識 しなが ら も，

多 くが 学校間格差を容認 して い る こ とに それ らの 点が あ らわ され よ う（表 6 ）。 こ の こ

とも広域学区制の 状況下で 生み だ され て きた もの で は あるが ， 山形市を含む広域へ の

進学状況が 「中間機関」 と し て の 意識を助長 し て きた わ け で あ り， それ 自身が 住民に

対 して 「能力主義」に もとつ く教育制度を受け入れ さ せ る土 台に な っ て い る と もい え

よ う。
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  　藤野渉 「史的唯物論 と倫理 学（2＞」 同 r史的唯物論 と倫理 学』新 日本出版社 ， 1972

　 年 ，
25頁。

（4＞ 小川太郎 「民衆の 教育要求 と学校」 r小川太 郎教育学著作集』第 2 巻， 青木書店 ，

　 1979年 ，　251頁 o

〈5） 有倉遼 吉氏は ， 「通学区域 の定め を な し， その 区域外 に居住する者の 入学を拒否

　 す るよ うな制度 ， い わ ゆ る学区制は ， 実質上教科 また は 学科の 内容お よび 程度そ の

　 他すべ て の 条件が同一の 学校が他に あ る場 合 を除 い て は ，
こ れ を認め る こ とは

， 教

　 育の 機会均等を阻害す る もの で あ っ て 許されない 。 」 と述べ て い る （有倉遼吉 「教

　 育の 機会均ge　一教 育基 本法第三 条一」有 倉 ・天城編 『教育 関係法 ll』 日本評論 社 ，

　 49頁）。

〈6） 阪本忠
一 「高等学校通学区域制度変動過程の 考察」 『教育社会学研究』第 27集 ，

　 東洋館 出版社 ， 1972年，
99頁，

101頁 。

〈7） 佐 々 木享 『高校教育論』 大月書店 ， 1976年 ， 226頁。

〈8） Weber ，
　 M ．，

　 Wirtschaft　 und 　 Gesellschaft
， （J．C 。　 Mohr （Paul　 Siebeck）

　 TUbingen
， 1972） pp．122− 124．

  　山形県教育委員会 r山形県高等学校十年誌』 1959年 ， 32− 38頁 ， 135− 142頁 。 財

　政上 の 理 由に よる学校間格差 未解消 ， 総合制の 困難 ， 「闇入 学」 の 拡が り を根拠 と

　 して 学区の 拡大が実施 された 。

  　山形県教育委員会 「山形県高等学校整備計画 」 1977年。

  佐 々 木享前掲書 105− 139頁を参照せ よ。
「新 しい 総合高校」に つ い て は 佐 々 木氏

　の 言 うよ うに
， 高校 の 目的を変更する点 ， 学科制を廃止 する点 ， 現実 の 教育運動 の

　要求 と改革構想が乖離 し，
い わ ゆ る多様化政策に 反対す るこ と と専門教育 と して の

　職業教 育を 否定 して しま う こ と とを 混同 して い る こ と が指摘され な くて は な らな

　 い 。

〈1⇒　山形県教育制度検討委員会答
一

次報告 （中間報告）（1973年 11月）では ， 当面す る

　高校入 試制度改革案の なか に r全 目制普通科高校に併置 さ れ て い る 職業化を廃止

　 し， すべ て普通 科 とする こ と」， 「職業高校の 教育課程を吟味 し ， 改善す る と ともに
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　 普通科学級又 は 進学 コ ー ス を設置す るこ と」 が ふ くまれ て い た
。

  　山形県 教職員組合第56回 定期大会総括　1979年。

  　山形県高等学校教職員組合最北支部 rl979年度教 育闘争の 歩み」 1980年 3月。

  　対象は 市の 中心部に あ るA 中学校 （生 徒数 970名 うち 3年生 310名） と， 市西部に

　 あ り谷地 高校に近い B 中学 校 （生徒数 178名 うち 3 年生 55 名）の 3年生の 父母で総

　 数 365人 。 生徒を通 じて の 配票調査 で 回収率は 97．5％ （356票）。 こ の 数は東根市 内

　 の 中学 3年生数の 71．3％に あた る
。

  　国鉄 東根駅を起点に して み る と， 各高校ま で の 通学距離は お お むね 以下の とうり

　 で ある 。 楯岡高（村山市）3km ， 谷地高（河北町）8  
， 天童高 9km ， 大石 田高17 

，

　尾 花沢高2ekm， 山形東高 （山形 市）24km
， 新庄北高37krl

。

  　75年 セ ン サ ス に よ る 。 な お ， 東根 市神 町地 区商店街買物動向調査 （1979）に よ る

　 と ， 天童市 ， 山形 市へ の 買物依存は 49．1％に 達して い る。

  　東根市 の 開発政策に 賛成す る理由の 第
一

は 「就業の 機会の 増大」に あ り （68．8％），

　将来の 東根市 の振興に 対 し て も 「企 業の 誘致」 を基本 と す る もの が 34．8％ と最 も

　多 くな っ て い る 。

  　全体の 約40％が 地元の 普通科を設置 して い る高校の レ ベ ル を 「低い 」 と意識 して

　い る 。 多 くは 大 学進学率や 「入試の ときの 点数」 を基本に 考えて い るが ， こ れ らの

　高校の 多 くが戦前高等女学校で あ っ た こ とや ， 歴史的に も地域の 「エ リー ト」 層は

　山形 に 通 っ た こ とな ども理 由に され て い る 。

？O） 農家戸数 ， 農家世帯員数の 減少の なか で ， 昭和 53 年の 農家意識調査に よ る と，

　 「農業に 専念 し規模拡大 に つ とめ たい 」 とす るの は 18．8％に す ぎず ， 約半数が兼業

　化を志向 して い る 。 同時に ， 昭和43年以降10年間 に 工 場数は 133か ら216に 増加 し，

　従事者 も約 1500人以上 増え て い るが ， 工 業団地造 成に よ っ て誘致され た 企 業 12社

　 （1070人）以外＆地元企 業は 30人 以下 の 小規模で あ り ， 多 くの 兼業従事老は市外 に

　就業先を 求め て い る。
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